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が、新たなプロセスとしては、法学部出身者（法学既修

者）と、その他の法学未修者との2つのジャンルの学生

が法科大学院に入学します。この法科大学院は新制度と

して新たにつくられたもので、それを卒業した人が新司

法試験を受けます。新司法試験に合格した人には、次に

新司法修習がありますが、その期間は1年です。そして、

新司法修習が終わったら法曹になります。

法科大学院では、法学未修者の方は1年次からスター

トして3年間で修了し、法学既修者の場合には2年次か

ら入って2年間で修了します。

●実務も重視したカリキュラム

カリキュラムの骨格としては、①法律基本科目という

のが一番基本になるものです。これには、未修者用の基

本科目シリーズと、既修者はすぐ始めますが、未修者は

基本科目を終わってから始めるような上級科目シリーズ

等があります。次に、実務を重視するという観点から、

②法律実務基礎科目というものがあります。そして、そ

のような実定法的なものだけでなく、基礎法ないしは隣

接科目などで法律家としての豊かな視点を養成していく

という意味から、③基礎法学・隣接科目というものがあ

ります。そして、最後に、これがある意味では法科大学

院の華ですが、④展開・先端科目ということで、①や②

を踏まえた上で展開するような先端的な科目というもの

が提供されています。知的財産法関係科目は、この展

開・先端科目の代表的なものとして重視されています。

知的財産法関係では、まず「知的財産法」が中核的な

科目です。実務経験も有する研究者教員が担当します。

知的財産法の応用的なコースとして、「コンピュータ法」

というものが提供されています。コンピュータ法とサイ

バー法を合わせた内容ですが、実務家教員（弁護士）が

担当する予定です。それ以外に演習として、著作権法研

究、知的財産法判例研究、知的財産法実務の3つの演習

が提供されています。また、各種のシンポジウムや公開

講座、あるいはサマースクールにおける米国知的財産法

等もあります。

このほかにも、多数の研究会が開催され精力的に活動

を行っています。約1 0年前から開催されているコンピ

ュータ法研究会に加え、2 0 0 3年以降、権利ビジネス研

究会、生命工学と法政策研究会、知的財産法研究会が立

ち上げられています。また、来年1月からは、著作権法

等研究会も立ち上げられる予定です。このように、知的

財産法の全分野をカバーする多種多様な研究会が提供さ

れています。これらの研究会は、理論と実務の架橋とい

う法科大学院の理念を体現すべく、研究者と実務家との

両方から構成される形で運営されています。また、ほか

の大学との連携も図られています。研究会には、法科大

学院や法学部あるいは大学院の学生も参加しており、最

先端の研究や実務に触れるという意味で貴重な教育の場

となっています。

知的財産法の中でも近時重要性が高まってきている国

際知的財産法の教育については、トランスナショナル・

ロー・プログラムズがあり、その内容としては、地域ごと

に、アメリカ法、ヨーロッパ法、アジア法それぞれのプロ

グラムがあり、それと並んで国際知的財産法プログラムと

いうのも重要な柱となっています。ほかに国際契約交渉プ

ログラムもあります。このプログラムにおいて、シンポジ

ウム、ゲスト・スピーカー・セッション、トランスナショ

ナル・サマースクールなどを通じて、国際知的財産法教

育についても拡充していく予定です。このように、今ま

で東京大学は理論中心で行ってきたところがありました

が、現在、実務も重視しつつ大きく展開しています。

・法学部（既修者）・その他（未修者）

→　法科大学院　　→　新司法試験

→　新司法修習（1年） →　法曹

・法科大学院の標準修業年限は、法学未修者は3

年（1年次からスタート）、法学既修者は2年

（2年次からスタート）。

・当面の間は、従前の制度と新制度が並行。

今後の法曹養成のプロセス

・知的財産法（研究者教員（実務経験もあり））

・コンピュータ法（実務家教員（弁護士））

・知的財産法演習（①著作権法研究、②知的財

産法判例研究、③知的財産法実務）

・上記のほか、各種のシンポジウム、公開講座

等やサマースクールにおける米国知的財産法

等があり、今後、更に拡充する予定。

東京大学法科大学院における

知的財産法関係カリキュラム（中核部分）
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は理科系のバックグラウンドを持っている方が知財高等

教育機関に進むようにするためには、どのようなことを

変えていけばいいと思いますか。

（竹中）アメリカの場合、多様なバックグラウンド、それ

は社会人であったりまたは違った学部を卒業していたり、

または他の国から来ていたり、そういうダイバーシティ

ー（D i v e r s i t y）が非常に重要な要素となっています。そ

の意味で、今の日本の法科大学院はちょっと残念な状況

だと思います。その理由でやはり一番大きいのは司法試

験の合格率が低すぎるということがあると思います。そ

れと学際的協力ということを大学全体で、ワシントン大

学の場合は特に学際的なプログラムを作ると大学から資

金が出たりして、それをすごく強調しています。日本に

も学際的協力を促進するシステムが必要かなと思います。

（中島）一色さんにお伺いしたいのですが、私は一生懸

命いい人材を育てる、優秀な人材を育てれば世の中のた

めになると思っていますが、企業側がそれを受け入れる

余地はあるのでしょうか。いろいろなことを勉強し、知

識を身に付けた人達を、企業側、社会側で優遇する等の

状況にないと、一生懸命勉強する人も少なくなってしま

います。

（一色）松下グループでの例をご紹介しますと、多様な

人材はいろいろな形態の雇用を望むと考え、1 9 9 8年か

ら退職金前払いで学生を採るという制度をスタートしま

した。定期的にキャリア採用も行っていて、弁護士、弁

理士の資格者や、他の会社で法務や知財の経験をされて

いた方が来られています。この方たちが持っている専門

的な知識や過去のキャリアは尊重して、評価した条件で

入社していただいています。ただし、入社後は、専門知

識やキャリアを活用して、実際に現場で結果を見せる実

務能力が問われます。実務能力を発揮して初めて継続的

に良い待遇なり給料が得られます。専門性を生かして評

価されるというのは、おそらくどの企業でも同じではな

いかと思います。

（高倉）要は単なる資格としてではなくて、実践能力、

実務能力で企業は評価する、そういう勉強を大学でやっ

ておかないといけないということかもしれませんね。

（竹中）これは高倉先生への質問かと思いますが、ワシ

ントン大学の技術移転の場で、実践教育のインターンシ

ップなどをやっていますが、出願前のある程度のグレー

スピリオドのような制度が必要ではないかと思います。

アメリカ型のグレースピリオドが導入されるような機会

はあるのでしょうか。

（高倉）産学連携というのは単に大学の先生がお金を儲け

てビジネスをする点だけにあるのではなく、研究者と産

業界が連携を通じて教育するというところに重点があり、

グレースピリオドの期間が長い方が教育効果が進むとい

うご提案ではないかと思いますが、この問題はヨーロッ

パのグレースピリオドを期間的にも内容的にも拡充する、

日本もそのようにする、そしてアメリカも先願主義に移

るというのが一体となった中でやるのが一番いいという

のが、たぶん特許庁の公式見解ではないかと思います。

論文発表から出願までの時間が稼げるということだけで

はなく、産学連携が育まれ人材教育にもプラスがあると

いう新しいメリットを生かして、ぜひ特許庁にも深く検

討してもらいということでよろしいですか。

●質疑応答

（会場質問者）審査官がもし特許戦略アドバイザーを志

向するとしたら、プラスアルファとしてどのようなもの

を勉強したらいいでしょうか。

（一色）第1セッションで清水先生がおっしゃった、客

観的基準に基づいて判断できる能力は、非常に素晴らし

い専門能力だと思います。ただ、現在の知財分野はいろ

いろな専門能力が問われますから、専門性の高い人たち

が1つの場に集まって、共通のテーマで議論をしたり、

共通のテーマで例えば交渉ロールプレイングをするよう

な、お互いの専門性を発揮して学べる機会に、積極的に

特許庁の審査官の方もぜひご参加いただいたらと良いの

ではないかと思います。

●実務教育のために

（高倉）知財分野で働く者に求められる大きな資質として、

実務能力、実践能力、それから自分の専門分野をしっか

りやっていきながら、他の分野の方に十分自分の仕事を

説明、説得できる、そして常にインターフェースを持っ

ておくこと、そういったところのご指摘がありました。

実際にそういう人材を育成するための方法論として

も、座学だけではなく、さまざまな実務、実践を、事例

研究等を通じて学んでいく、あるいはさまざまな専門家

の意見も聞く、あるいは学生同士が異業種で交流すると

いったことが非常に大事だろうと私自身も思いますし、
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座長プロフィール

高倉 成男（たかくら しげお）氏

1976年　京都大学大学院工学研究科（情報工学）修士課程修了、

同年特許庁入庁

1988年　外務省出向（在ジュネーブ日本政府代表部勤務）

1995年　特許庁国際協力室長

1998年　京都大学大学院法学研究科客員教授

2001年　特許庁技術調査課長

2002年　内閣府参事官

2003年　特許庁調整課長

現在、独立行政法人工業所有権情報・研修館　人材開発統括監

パネリストプロフィール

一色 正彦（いっしき まさひこ）氏

1983年　大阪外国語大学外国語学部卒業、松下電器貿易（株）

に入社

1988年　合併に伴い松下電器産業（株）に移籍、ネットワーク事

業のマーケティング担当、デバイス・生産システム事業

の法務課長を経て、現在、I T教育研究所において、法務

リスクマネジメント戦略、法務・知財社員の評価モデル、

法務・知財教育のサービス事業を研究

2003年　金沢工業大学大学院工学研究科知的創造システム専攻

客員教授、東京大学先端科学技術研究センター 協力

研究員

2004年　松下電器産業（株）I T教育研究所アライアンス推進チ

ーム チームリーダー、東京大学大学院工学系研究科

非常勤講師

大渕 哲也（おおぶちてつや）氏
1980年10月　司法試験合格

1982年3月 東京大学法学部卒業

1982年4月 司法修習生

1984年4月 東京地方裁判所判事補

1987年6月 ハーバード大学ロースクール（法科大学院）法学修

士号［LL.M.］取得

1987年11月　米国ニューヨーク州司法試験合格

1988年6月 ハーバード大学ロースクール法学博士号［S . J . D .］

取得

1988年7月 最高裁判所事務総局家庭局局付判事補

1989年4月 外務省国際連合局国連政策課・検事兼外務事務官

1990年4月 在ジュネーヴ国際機関日本国政府代表部二等（後

に一等）書記官

1992年5月 名古屋地方裁判所判事補

1995年4月 最高裁判所事務総局行政局参事官（兼 司法試験考査

委員（憲法））

1997年4月 最高裁判所事務総局行政局第二課課長

1998年9月 東京高等裁判所判事

1999年4月 東京大学先端科学技術研究センター教授

2003年5月 東京大学大学院法学政治学研究科・法学部教授、

現在に至る

2004年4月 同研究科法曹養成専攻（法科大学院）副専攻長、

現在に至る

竹中 俊子（たけなか としこ）氏
1981年　成蹊大学法学部法律学科卒業、日本テキサス・インス

ツルメンツ（株）特許部に勤務

1986年　弁理士試験合格、山崎法律事務所に勤務後、1 9 8 9年に

渡米

1992年　ワシントン大学にて比較法博士号取得

1993年　ワシントン大学ロースクールで知的財産権の講義を担

当

1997年　マックスプランク研究所及び連邦巡回控訴裁判所の客

員研究員を経て、ワシントン大学ロースクール先端知

的所有権研究センター（CASRIP）所長に就任

2003年　ワシントン大学ロースクール正教授に就任

2004年7月15日　ワシントンリサーチフォンデーション/W ハンタ

ー・シンプソンテクノロジーロープロフェッサー

に就任、現在に至る

中島 淳（なかじまじゅん）氏
1969年　工学院大学機械工学科卒業

2002年　工学院大学博士後期課程電気電子工学専攻終了　博士

（工学）

1969年　自動車部品製造会社に開発技術者として勤務し発明活

動に従事（1975年まで）

1974年　弁理士試験合格、登録、特許事務所に勤務

1981年　特許事務所を開設し現在に至る（現：太陽国際特許事

務所所長）

1988年　弁理士会副会長（1989年3月まで）

1992年　工学院大学非常勤講師（現在に至る）

1998年　弁理士法改正や知財人材育成関係の弁理士会委員会委

員長を担当（現在に至る）

2002年　総合科学技術会議知的財産戦略専門調査会委員（2 0 0 4

年まで）

他の方からもご指摘がありました。

特に今後のさまざまな知財に関連する高等教育、特に

法科大学院も含めての話だと思いますが、初歩あるいは

基礎から始まって次第にその関心や将来の選択に応じ

て、幅広い実務的なあるいは実践的なものを学んでいく

というカリキュラムを充実するということと、それを教

える先生が非常に重要かなと思っています。生徒同士も

異業種交流をしなければいけませんが、先生方も各界が、

例えば法曹界や弁理士会や企業が大学に先生を派遣でき

るようにするなど、もう少し制度設計を簡便にしていく

と、非常に我々が期待する人材を育てる教育プロセスに

向かって進むのかなという印象を持ちました。

では以上をもちまして、第2セッションを終了いたし

ます。ご清聴ありがとうございました。


